
「PFAS評価書」検証レポート  < ver. 4.0 > 

高木基金 PFASプロジェクト - 2026年10月16日　　 

まとめ (Executive Summary) 

背景：�
　 2026年4月、環境省はPFOSとPFOAを水質基準項目に位置づけ、水道水１リットルあたり「PFOSと
PFOAの合計で50ナノグラム」の遵守を義務づけた。�
　本プロジェクトはこれまで、水質基準の根拠となった耐容一日摂取量（TDI）の決定過程を検証し、①食
品安全委員会・PFASワーキンググループが非公開の会合で参照論文を大量に差し替えていたこと、②非公開
会合の議事録が不存在とされていることなどを明らかにしてきた。�
　評価プロセスが不透明なために、先進諸国と比べてはるかにゆるい耐容一日摂取量と、それをもとに決め
た水質基準の妥当性を検証することができない。その結果、国民の健康への懸念も払拭されていない。�
　本プロジェクトの指摘に対し、食品安全委員会は「リスク評価の過程で論文を差し替えることは通常の手
続き」であり、「非公開会合は準備作業にすぎないため、議事録は作成していない」としている。�
　一方、本プロジェクトの指摘からまもなく、食安委はリスク評価での参照論文取り扱いを変更していた。�

　結論：�
　3度目となる情報公開請求によって食品安全委員会が開示した記録などから、今回、新たに二つの事実が明
らかになった。�

【1】「意見聴取会」という追加の非公開会合が開かれていた�
　食品安全委員会は、2024年6月に食品（食べものと飲みもの）からPFASを１日に摂取しても健康への影響
がないとされる「耐容一日摂取量」を初めて定めた「食品健康影響評価書」（以下、評価書）1)を公表した。
その約7ヶ月後、「意見聴取会」と称する追加の非公開会合を開き、「耐容一日摂取量を見直す必要がない」
と確認していたことがわかった。�
　意見聴取会では、「評価を更新する必要性につながる研究結果はない」と記された文書 2)が配られ、PFAS
ワーキンググループで委員を務めた専門家たちがその見解を追認していた。�
　だが、議論の内容や決定の根拠を記した記録は開示されていない。�

【2】非公開会合でも、公開会合と同額の報酬が支払われていた�
　非公開会合の「議事次第」や「評価書案」、委員への報酬を記録した「旅費確認書」など開示された文書
により、非公開会合は、公開会合と同じ「PFASワーキンググループ」と位置づけられ、委員には公開会合と
同額の報酬が支払われていたことがわかった。つまり公開会合と実質的に同等の位置づけの会合であった。�
　また、非公開会合で具体的な耐容一日摂取量をめぐる議論が行われたことを示す文書もあり、非公開会合
は「PFASワーキンググループ」そのものであることがあらためて裏づけられた。�

　本レポート（Ver.4.0）では、最新の開示資料などをもとに、食品安全委員会によるリスク評価は独立性と
中立性を欠き、信頼性を損なうものであることを具体的に指摘する。また、食品安全委員会が非公開会合の
議事録を作成しなかった理由として「非公開会合はPFASワーキンググループではない」とする主張が、論拠
を欠いたものであることを示す。食品安全委員会には議事録などの作成義務があることから、一連の非公開
会合に関する記録の公開を改めて求める。�
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【1】追加の非公開会合「意見聴取会」で、「耐容一日摂取量」を見直さない方針を承認していた�

　2024年6月、食品安全委員会はPFASの「食品健康影響評価書」を発表し、PFOSとPFOAの耐容一日摂取量
（TDI）を初めて設定した。これを受けて環境省は2025年、飲み水に含まれるPFOSとPFOAを「水質基準」
に位置づける手続きをはじめた。�
　具体的には、以下のような流れになる。�

　①中央環境審議会 水道水質・衛生管理小委員会に諮問して答申を得る。�
　②耐容一日摂取量を決めた食品安全委員会に諮問し、答申を得る。�
　③パブリックコメントを募集する。　�
　④再び、中央環境審議会 水道水質・衛生管理小委員会に諮問して、答申を得る。　�
　⑤環境大臣が水道法に基づく「水質基準に関する省令」を改正・公布する。�
�
　食品安全委員会は、この②の手続きに向けた動きとして、環境省から諮問を受ける前の2025年2月6日、
PFASの専門家による追加の会合（「有機フッ素化合物（PFAS）に関する意見聴取会」）を開いた。�
　意見聴取会には、PFASワーキンググループの専門家４名（姫野誠一郎＝座長、中山祥嗣＝座長代理、澤田
典絵＝専門委員、池田敦子＝専門参考人）が招かれ、食品安全委員会からは、委員長代理に就任した祖父江
友孝氏（元PFASワーキンググループ専門委員）と理事の頭金正博氏が参加した。3) 会合は同日に2回に分け
て、いずれも非公開で行われた。�

　目的は、「評価書」を出した後に発表された知見のなかに、耐容一日摂取量を見直すべき研究があるかど
うかを検討し、結論を出すことであった。�
　耐容一日摂取量を見直せば、それをもとに設定する水質基準の数値も変わる。見直さなければ、目標値と
同じ「PFOSとPFOAの合計で50ナノグラム」のまま、水質基準となる。�

　この会合に関連しては「PFAS意見聴取会議事概要」4)「PFOS及びPFOAに関する最近の疫学論文のまとめ
（以下、疫学論文のまとめ）」2)「PFAS選定文献リスト」5)などの文書が開示された。�
議事概要には「最近の動向や文献の内容についての意見を聴取した」とあるものの、専門家による具体的
な議論の内容や最終的な結論は記されていない。�
　だが、食品安全委員会はその後、「耐容一日摂取量」を見直していないことから、意見聴取会では「（水
質基準の根拠とする耐容一日摂取量を）見直す必要なし」との結論に至ったとみられる。�
この非公開で行われた会合についての記録を検討したところ、以下のような問題点が浮かび上がった。�
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＜問題点１＞評価書公表後の参照文献の選定過程が不明（STEP1）�
　�
　リスク評価では、評価のもととなる参照論文が異なれば、導き出される結論も異なるため、網羅的な検索�
と評価プロセスの公開が公正な評価の前提となる。今回の意見聴取会でも、評価書公表後に公開された新た�
な論文の検索が行われ、参照文献が選定されていた。ところが、その選定者が明かされないうえ、選定理由�
も示されていないため、恣意的な論文選定にもとづく結論が導かれた疑いを排除できない。�
　�
1-1. 参照文献の選定者・選定基準が不明：�
意見聴取会で示された「資料④PFAS文献検索結果」6)によると、食品安全委員会は、PFASについての「評
価書」を公表した「2024年6月25日」から「同年12月31日」までに発表されたPFAS関連文献を新たに検索し
て「763報」を選んだのち、評価を見直す必要があるかどうかを検討するために参照すべき文献を「91報」に
絞り込んだ、とされる。�
別の記録7)から、参照文献の選定には食品安全委員会の事務局または祖父江友孝委員長代理・頭金正博理
事が関わったと推察されるが、「疫学論文のまとめ」2)には、選定者が記されているとみられる箇所が黒塗
りにされている。�
　また、評価のもととなる参照文献を選ぶ基準は示されておらず、91報に絞り込んだ理由もわからない。そ
れぞれの文献は全文ではなく、概要のみに基づいて判断されており、国際的なリスク評価手法（WHOガイ
ドライン等）に照らして客観性と信頼性を欠いたものと言える。�

なお、当初の評価書作成における参照文献の選定にあたっては、食品安全委員会は外部の第三者機関
（CERI：化学物質評価研究機構）に委託し、専門家が文献ごとにA〜D評価をつけ、A評価のものを「リス
ク評価に必要な最重要文献」に位置づけるなど一定の選定基準のもとで選定を行っていた。�
しかし、その後、PFASワーキンググループは非公開会合を重ね、理由を示さないまま文献を大量に差し替
えていた。8)�
今回の意見聴取会でも、文献選定の基準および理由は明らかにされていない。�

図1：食品安全委員会によるリスク評価の流れ�
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　＜付記＞�
　食品安全委員会は、PFASをめぐる「参照論文の7割差し替え」の指摘について、過去に行われた「ヒ素」
「鉛」「カドミウム」などリスク評価における文献差し替え割合（60〜95%)を表で示し、汚染物質の評価に
おいては「常に行われているプロセス」と説明し、その正当性を主張していた。（2025年4月25日、中央環境
審議会 水道水質・衛生管理小委員会）9)�

ところが、2025年6月30日に開始された「ビスフェノールAワーキンググループ」では、「選定した文献の
取り扱いについては（略）記録に残す」10)として、一部運用をあらためた。�
なお、この日は環境省が水質基準に関する改正省令を正式公布し、「合算50ng/L」が法的に確定した日で
あった。�
 �
図2：【環境省】PFAS水質基準化（50ng/L)と【食安委】運用方針転換の時系列�
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1-2. 参照文献の検索対象期間に空白：�
　�
食品安全委員会は、「評価書」公表後の最新知見を反映させるため、評価書を公表して以降の期間（2024
年6月25日〜12月31日）に発表された文献について、耐容一日摂取量を見直す必要がある内容かどうかを検討
するために意見聴取会（2025年2月6日）を開いた。�
しかし、そこでは、「耐容一日摂取量（案）」が初めて示された「2024年1月26日」以降、 評価書が公表
される前日「2024年6月24日」まで少なくとも約5ヶ月間に発表された論文は検討されていない、とみられる｡
(※1）�
この間に発表された学術論文を食品安全委員会と同じ検索方法（PubMed）で調べると623報あり、このう
ち「発がん性」に関連する文献は25報を数える。なかには、リスク評価に影響を与えうる重要な研究も含ま
れていた｡(※2）�

（例）�
・米3M社工場労働者コホートの継続研究 (Alexander et al. 2024)11)�
　PFOSの職業曝露と「膀胱がん」などの死亡・発症リスクとの間に統計学的に有意な関連がある、とす�
　る論文。食品安全委員会の「評価書」が「（膀胱がんに）関連する報告はなかった」とする見解と異な�
　る。�
・イタリア・ヴェネト州住民疫学調査 (Saugo et al. 2024)12)�
PFOAの曝露と「精巣がん」との関連を認めている論文。国際がん研究機関（IARC）がPFOAを「グルー�
プ1(ヒトに対して発がん性あり)」と評価する際の主根拠（精巣がんリスク）となった最重要文献である。�

食安委は自ら「利用可能な最新の科学的知見に基づくリスク評価」を方針として掲げている13)。にもかか
わらず、少なくとも約5ヶ月間にわたる論文検索の空白期間が生じていることは自らの方針に反するものであ
り、「意見聴取会」の結論には、重要な知見が反映されていない疑いがある。�

図3：文献検索の�
対象期間�

※1: 「評価書」に掲載された参照文献（268報）のうち、もっとも新しいものは、国際がん研究機関（IARC）による�
　　  PFOA発がん性評価（グループ1）の概要を報告したZahm et al. 2023である。（2023年11月30日公開）�
　     なお、CERIによる網羅的検索が終了した日（2022年12月12日）以降は文献検索の結果が明らかにされていない。�
       そのため、今回はTDI(案)提示日（2024年1月26日）を便宜上の空白期間の「起点」としたが、実際の網羅的論文検�
　　 索の空白期間は上記に想定した「5ヶ月間」よりもさらに長期に及ぶ可能性がある。 �

※2:  なお、この参照文献（268報）の中に「2024年」の表記があるのは、2024年4月に確定したEPA（米環境保護庁）の
毒性評価書（PFOS / PFOA)14)だけで、2024年に公表された学術論文は１報もない。�
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＜問題点２＞参照文献にもとづくリスク評価の根拠が不明　（STEP2）�

2-1. 参照文献の評価および結論の根拠：�
食品安全委員会が作成し、意見聴取会に提出された「疫学論文のまとめ」2)には、91報の選定基準だけで
なく、参照した論文それぞれの確からしさや重要性をどのように評価したかが記されていない。そのため、
「評価（注：耐容一日摂取量）を更新する必要性につながる研究結果はない」とした理由もわからない。�
国際的なリスク評価機関が最も重視する「透明性」「公平性」「科学的合理性」の原則から逸脱し、食品
安全委員会がみずから定める基本姿勢にも反している。�

2-2. 「発がん性」：�
PFASと健康影響との関連が指摘される「発がん性」については、複数の論文をまとめて評価するため信頼
性が高いとされるメタ解析8報を含む、計14報の論文が選ばれている2)。しかし、国際的なリスク評価機関が
関連を認める「腎臓がん」「精巣がん」「膀胱がん」などに関する最新の知見は含まれておらず、その理由
も示されていない。�
（1-2で触れた、文献検索期間の空白による可能性がある。詳細は別途レポートを作成する）�

2-3. 「生殖・発生」：�
食安委が作成した「PFAS文献選定リスト」（下図）5)では、環境省のエコチル調査の一環として行われた「母
体血中PFAS濃度と児の染色体異常に有意な関連が認められた」とする文献（Hasegawa et al. 2024）15)だけが
黄色くハイライトされていた。ただ、食品安全委員会が作成した「疫学論文のまとめ」には、「染色体異常
と関連あり：1報」とあるだけで、この論文により耐容一日摂取量を見直す必要はないとした理由は記されて
いない。�
　また、世界的なコンセンサスとされる「出生体重の低下」や「胎児発育低下」についても、「関連あり」
とする文献があることは示されているが、最終的に採用しなかった理由は記されていない。�

参考：「資料②PFAS選定文献リスト.pdf」より（「Hasegawa et al. 2024」だけに黄色いハイライト）�

2-4. 「肝臓・脂質代謝」「免疫」：�
「疫学論文のまとめ」2)には「肝疾患、心血管疾患との関連については注視が必要」と書かれる一方、「肝
臓・脂質代謝（心血管疾患）、生殖発生、免疫、発がんについては評価を更新する必要性につながる研究結
果はない」との結論が記されている。だが、その理由は示されていない。�
また「肝臓・脂質代謝」と「免疫」は、「評価書」がPFASとの「関連が否定できない」と結論づけた分野
だが、意見聴取会には、いずれの専門家も招かれていない。�
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＜問題点３＞意見聴取会での専門家の結論およびその根拠が不明　�
　�
 意見聴取会の「議事概要」4)はA4判 1ページで、文字通り議事の概要に触れた部分はわずか3行にすぎない。
そこには、以下のように記されている。�

「祖父江委員（注：当時の食品安全委員会委員長代理、現・委員長）及び頭金委員（食品安全委員会理事）
から文献検索結果についての意見が述べられ、その後、それぞれの専門家の研究分野における最近の文献の
動向や内容について意見を聴取した」�

　前述のとおり、食品安全委員会が提出した「疫学論⽂のまとめ」2)という資料には「評価を更新する必要
性につながる研究結果はない」との見解が記されており、結果的に耐容一日摂取量は見直されなかったこと
から、意見聴取された4名の専門家も食品安全委員会の見解を承認したとみられる。�

しかし、専門家たちが個別の文献をどう評価し、どのような議論を経て結論に至ったのかをうかがわせる
記述はなく、あらためて「見直す必要はない」とした理由もわからない。�

　PFASワーキンググループが当初、参照すべきとされた論文の７割を説明なく差し替えてリスク評価を下し
た非公開会合と同様に、この意見聴取会の議事録も開示されていない。�

　なお、耐容一日摂取量を見直すかどうかが検討されたこの意見聴取会はまぎれもなく「重要政策会議及び
審議会等」にあたるため、食品安全委員会は議事録を作成する責務がある。�
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【2】非公開会合も、公開会合と同じ「PFASワーキンググループ」と位置づけられる�

欧米と比べてはるかに多くのPFASを摂取しても健康に影響がないとする日本の耐容一日摂取量がどのよう
な議論によって決められたのかはいまだに明らかにされていない。�

リスク評価を決めるため24回にわたって行われた非公開会合について、食品安全委員会は「準備作業にす
ぎない」「PFASワーキンググループにはあたらない」ため、「議事録は作成していない」と説明している。
しかし、非公開会合がPFASワーキンググループにあたらないとする根拠は示されていない。�

はたして、非公開会合がPFASワーキンググループではないと言えるのか。PFASワーキンググループである
ならば、議事録の作成が義務づけられ、公開が求められることになる。開示された記録から検証した。�

＜証拠１＞同一のフォーマット、同額の日当�

公開会合と非公開会合の「旅費確認書」16)は同一のフォーマットで作成され、開催された日時と場所、出
席した委員と支払いの有無などのほか、末尾には予算執行者とみられる「内閣府技官」の名前と「印省略」
の記載がある。�

冒頭に書かれた「審議会等名」は、公開会合が「食品安全委員会有機フッ素化合物（PFAS）ワーキンググ
ループ」、非公開会合が「食品安全委員会有機フッ素化合物（PFAS）ワーキンググループ打合せ会」とあり、
いずれも「PFASワーキンググループ」であることが明記されている。�
　◯旅費確認書（例：9月28日の非公開会合の旅費確認書）＊赤線は筆者�

　PFASワーキンググループに参加した専門家は「専門委員」と「専門参考人」に分かれ、手当・報酬はそれ
ぞれ以下のように定められており17)、「支給調書」18)などから、非公開会合でも公開会合と同額が支払われ
ていたことがわかる。�

　　　　　　　　　　　　　　  　　（令和4年度）（令和5年度）（令和6年度）�
・専門委員　　　：　  【日額】　　 17,700円   　  17,800円   　  18,000円�
・専門参考人　　：     【時給】 　 　6,100円（准教授）〜7,900円（教授）�

　24回に及ぶ非公開会合のうち、公開会合との同日開催は3度ある。�

　たとえば、2023年9月28日には、第3回の公開会合（午後2時から午後3時46分）につづいて、13回目の非公
開会合（午後5時53分まで）がオンラインと対面のデュアル形式で開かれ、公開会合に19人、非公開会合には
20人が出席した。�

　旅費確認書16)では、非公開会合だけに出席した委員（福島若葉・大阪公立大学教授＝専門参考人）の備考
欄に「17:01入室」、報酬欄には「◯」とあり、非公開会合だけに出席しても報酬が支払われていた。�
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＜証拠２＞「意見聴取」�

　非公開会合に関する記録については、24回すべてにおいて議事録は開示されていない。�
また、PFASと「発がん性」との関連などが検討された7回分は、一切の資料も「不存在」とされている。�
　残り17回分については黒塗りを含めた一部の資料が開示され、その中に各回の「議事次第」19)がある。�

　「議事次第」には冒頭に「(1) 有機フッ素化合物（PFAS）ワーキンググループ　打合せ会」とある。これ
は、公開会合の「議事次第」に書かれている「有機フッ素化合物（PFAS）の健康影響評価に関する意見聴
取 」と変わらない。�
つまり、PFASワーキンググループでは、非公開会合も公開会合と同じ目的で開かれ、同じように専門家か
らの意見聴取が行われたことになる。�
　◯議事次第（例：9月28日の非公開会合で配布された議事次第）　＊赤線は筆者�

また、非公開会合への出席を委員に依頼する「開催案内」20)には、�

＜ワーキンググループ開催に向けた準備作業を行うため（略）専門的知見からのご意見を賜りたく、御出
席くださいますようお願いいたします＞�

とあり、予定される「議事」には、こう書かれている。�

＜(1)有機フッ素化合物（PFAS）の健康影響評価に関する意見聴取＞�

　つまり、食品安全委員会のいう「準備作業」とは「PFASの健康影響評価に関する意見（専門的知見の）聴
取」にほかならない。この点からも、非公開会合において実質的なリスク評価を行っていたと言える。�

　◯開催案内（例：9月28日の非公開会合の開催案内）＊赤線は筆者　�

「PFAS評価書」検証レポート	 高木基金 PFASプロジェクト	 10



＜証拠３＞耐容一日摂取量の決定�

　先進諸国と比べてはるかにゆるい耐容一日摂取量がどのようにして決められたのかは、食品安全委員会が
公表した「評価書」にも、9回開かれた公開会合の議事録にも書かれていない。�

　2023年12月25日に開かれた「第６回公開会合」の終わりに、姫野誠一郎座長は「なんらかの指標がだせる
かどうか、僕自身まだよくわからない状況でいるのですけれども、そういう議論を次回までに詰めていく必
要があるかと思います」と発言した。�
　ところが、次に開かれた2024年1月26日の「第７回公開会合」では、だせるかどうかわからないとされてい
たはずの耐容一日摂取量が示されている。�

じつは、この間に「12月25日」（第６回公開会合の直後）と「翌年1月15日」の2度、非公開会合が開かれ、
合計4時間46分にわたって「耐容一日摂取量」をめぐる議論が行われていたことがわかった。「議論を次回
（の公開会合）までに詰めていく必要がある」とした座長の発言と符合する。�
　�
　議事録がないため議論の中身は不明だが、上記「1月15日」の非公開会合で配布された「資料1：PFAS評
価書案」には、以下のように複数の「耐容一日摂取量」案が示されていた。21)�

PFOS　①20ng/kg 体重/日　　②10ng/kg 体重/日　�
PFOA　①20ng/kg 体重/日　　②10ng/kg 体重/日　　③3ng/kg 体重/日�

◯「資料1.PFAS評価書（案）食品健康影響評価」（2024年1月15日非公開会合配布資料）＊赤線は筆者�
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　PFOSについて2案、PFOAについては3案が示された11日後、第7回公開会合が開かれ、これら複数案のう
ち最もゆるい「20ng/kg 体重/日」だけが示されて了承され、のちに正式に決定している。つまり、非公開会
合は単なる「準備作業」ではなく、PFASワーキンググループの核心であるリスク評価（専門家からの意見聴
取）そのものが行われる場であったことが裏づけられた。�

この非公開会合で示された、作成段階の評価書案には、直前の議論を踏まえて事務局がまとめた内容に対
する各委員の「コメント」が付されている。（下図）�

　たとえば、米国EPA（環境保護庁）による厳しい指標（0.1ng/kg 体重/日）の扱いをめぐり、評価書案
に、EPAの手法を参考に試算すると「1ng/kg 体重/日とすることが妥当」だが「TDIとして用いるには情報が
不十分」と判断した、と書かれていることについて、2人の専門家が以下のコメントを寄せている。�

専門家A： ＜「1ng/kg体重/日とすることが妥当」と言ってしまうと「TDIとして用いるには情報が不十�
	 　　 分」と整合しないように思います。＞�
専門家B：＜結局TDIと（して）用いるのは不十分としているので、（EPAの指標値をめぐる）この議論�
　　　　　は、不要では。また、エンドポイントの評価でも、“一貫した結果が得られていない”としてい�
　　　　　るので、あえて、TDIの算定をしなくても良い＞�

このように、専門家と食品安全委員会との間で生々しいやり取りが行われた形跡がうかがえる。�

非公開会合での配布資料には、事務局が記した「1 ng/kg」という厳しい試算値に関する記述を、専門家ら
が「結論と矛盾する」「議論自体が不要だ」と、表現を修正してゆく様子が残されている。�
具体的なTDIの数値を検討し、絞り込んでゆく過程は「評価の方針に影響を与える打ち合わせ」であり「リ
スク評価」そのものである。これら作業は、単なる「準備作業」の枠を超えており、リスク評価の実質的な
審議が非公開の場で議事録も作成されずに行われてきたことの証拠と言える。�

以上のことから、食品安全委員会が非公開会合を「PFAS の食品健康影響評価の方針に影響を及ぼす打ち
合わせに該当しない」「PFASワーキンググループではない」とする見解は誤りといえる。�

◯「資料1.PFAS評価書（案）食品健康影響評価」（2024年1月15日非公開会合配布資料）�

補足：米国EPAの厳しい指標値（ 0.1ng/kg bw/day)に関して触れた「専門家コメント」を抜粋＊赤枠は筆者�
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【まとめ】�
　�
　食品安全委員会が一部開示した、財務及び実務に関する記録などにより、一連の非公開会合（24回の打合
せ会および意見聴取会）は、PFASワーキンググループの活動そのものであることが裏付けられた。�

　「非公開会合はPFASワーキンググループではない」「準備会合にすぎない」ため「議事録は作成していな
い」とする食品安全委員会の主張に根拠はない、と言える。�

　そもそも、耐容一日摂取量を決めるとは、食べ物や飲み水の安全の根拠を決めることであり、公開および
非公開にかかわらず、その会合は国民の健康に直接関わる「重要政策に関する会議等」（支給調書）18)にほか
ならない。�
　�
　したがって、非公開会合の議事録（または議事の記録）は「審議会等における決定、もしくは了解または
これらに至る過程が記録された文書」（内閣府行政文書管理規則22)、行政文書の管理に関するガイドライン23)）に
該当し、作成・保存・公開が法的に義務付けられる。�

　食品安全委員会が自ら設けた「食品安全委員会の公開について」24)とする決定(2003年)でも、「非公開で
開催された会議の議事録の公開」は明確に規定されている。�
　�
　公文書管理法も「行政機関の職員は（略）経緯も含めた意思決定に至る過程並びに（略）事務及び事業の
実績を合理的に跡付け、又は検証することができるよう（略）文書を作成しなければならない」（第4条）と
定めている。�

当プロジェクトは、不存在とされている非公開会合（および意見聴取会）の議事録など、リスク評価に至
る過程を検証できる記録を直ちに開示し、欧米と比べてはるかにゆるい耐容一日摂取量を定めた評価が妥当
かどうかを第三者が検証できるようにすることを食品安全委員会に求める。�

なお、今後について付言すれば、食品安全委員会は「過去事例（ヒ素・鉛など）でも（リスク評価のため
の参照論文を）大量に差し替えてきた」という組織的な慣行を根本的に見直し、国際標準に倣った体系的な
リスク評価体制（システマティック・レビュー）を確立することが食品安全委員会に求められる。�

具体的には、参照文献の選定における統一ルールの公表と、選定プロセスに関わる記録作成・保存・公開
を徹底し、公正で検証可能なリスク評価を保証する体制づくりが不可欠である。�

以上�
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